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横浜市政の推進につきまして、平素から格別の御高配・御

協力をいただき、深く感謝しております。 

いよいよ、地方分権の議論も、個別の行政分野における具

体的な改革や、必要となる税財政措置の検討という重要な局

面を迎えており、横浜市も地方分権改革推進委員会の議論を

注視しながら、大都市の力を存分に発揮できる仕組みの構築

に向けて取り組んでいるところです。 

本提案・要望書は、このような地方分権に向けた本市の取

組を進めるにあたって、日本最大の市としての責任を十分に

果たしていくために、国及び関係諸機関に御協力・御改善いた

だきたい事項のうち重要な項目に絞って、平成２１年度の国家予

算編成の時期にあわせて取りまとめたものです。 

さらに、最近の情勢として、原油高による原材料価格の高

騰等に加え、米国に端を発する世界的な金融不安の発生、株

価の乱高下など、我が国を取り巻く経済状況は予断を許さな

いものとなっています。こうした中、市内経済の安定化を図

ることは、本市においても喫緊の課題となっており、本書冒

頭では国として緊急に取り組んでいただきたい対策につい

ても提示しています。  
例年より格段に厳しい財政状況の中、多分野にわたる課題

に迅速に対応しなければならない地方自治体の実情を是非

とも御了察のうえ、本市の提案･要望につきまして特段の御配

慮をいただくようお願いします。 

 

 
 

平成２０年１１月 
 

 

 



  



地方に配慮した緊急経済対策について 
 
 

 米国に端を発した金融危機から世界的に市場が動揺し、同時

不況への警戒感が高まっている中、我が国においても市場は混

乱し、経済や市民生活に大きな影響を及ぼしている。 

 この未曾有の経済状況に対し、逐次の緊急経済対策が行われ

ている中ではあるが、本市においても、地域経済と市民生活を

守るため、最大限の対策を行う覚悟であり、既に「横浜市緊急

経済対策本部」を設置し取り組んでいるところである。 

しかし、地方分権の議論は進んでいるものの、地方交付税総

額が削減され、十分な税源移譲がなされない中、地方財政は危

機的状況に陥っている。国においては、地方の現状を認識し、

以下のことを実現するよう強く求めるものである。 

 

 １ 地域経済の重要な担い手である中小企業に、円滑な資金

供給が行われるよう、金融機関に対して適切な指導・監督

を行うこと 

 ２ 緊急経済対策にあたっては、地方債による措置を含め地

方の財政負担が一切生じることのないよう、必要な財源は

確実に措置すること 

 ３ 道路特定財源の活用については、税源移譲を行うなど、

各地方自治体において有効に対策を行うことのできる財源

とすること 

 ４ 住宅ローン減税を個人住民税に導入する場合には、必ず

減収分を特例交付金として措置すること 

５ 企業活動の省エネ・省資源の推進や技術革新の促進など、

企業の成長力強化に向けた対策について、中長期的な観点

から充実を図ること 
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指定都市への分権の推進と地方の意見を踏まえた対応  
（内閣府・総務省） 

【提案内容】 

１ 指定都市の規模・能力と果たしている役割の重要性に鑑み、

今次の地方分権改革において、国・道府県から指定都市への

分権を一層推進すること。特に、今後、国から道府県へ移譲

する事務・権限は、原則として指定都市へ移譲すること。 

２ 地方分権改革推進委員会においては、地方の意見を十分に

踏まえ、予定された勧告のみならず、追加勧告などの柔軟な

対応を含めた、最大限の努力を行うこと。 

【提案の背景】  

・ 地方分権改革推進委員会及び総務省におかれては、所管府省等の抵抗に 

遭いながらも、地方分権改革の実現に向けた取組を果敢に進めており、

その精力的な取組には深く敬意を表する。 

・ しかし、これまでの委員会における議論については、基本的な考え方や 

方向性としては大いに賛同できるが、具体的な事項については、地方の  

実情を十分に踏まえたさらなる議論が必要であると考える。 

・ 地方分権の議論も、個別の行政分野における具体的な改革や、必要となる

税財政措置の検討という重要局面に入っており、地方の実務的な要請を 

踏まえた議論がますます重要となっている。 

・ 地方の実情に合った改革の実現に向けて、予定された勧告のみならず、  

地方の意見により、第１次勧告に盛り込まれた内容の修正や、追加勧告 

などの柔軟な対応を含めた、最大限の努力を行うことを求める。 
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■具体的な提案事項■ 
 
 

・ 都道府県へ移譲することとされている事務・権限については、改めて指定都市への移譲を 

検討し、移譲先として明記すること。 

・ 国・地方間だけでなく、都道府県・市町村間での二重行政の解消も図ること。 

・ 指定都市の規模・能力を踏まえた道府県との役割分担の見直しを具体的に検討し、指定 

都市への分権については、第１次勧告に加え、改めて整理すること。 

■ 国又は道府県から指定都市へ移譲すべき事務・権限（例） 

一・二級河川の管理権限（国・県）、一般国道の管理権限（国）、全ての農地転用の許可

権限（国・県）、自衛隊の災害派遣要請権限（県）、無料職業紹介・職業訓練等の労働    

行政に関する事務・権限（国・県）、医療計画の策定（県） など 

 

 
・ 勧告において地方へ移譲することとされている事務であっても、国の責任において対応 

すべきものとして、再検討すること。 

・ 地方分権改革推進の一方で、国の責任が不明確とならないよう留意すること。 

■ 国の責任において対応すべき事項（例） 

生活保護、公的医療保険制度（国民健康保険）、大規模災害時の財政措置 など 

 

 

・ 権限移譲にあたっては、税源移譲による所要全額の財源措置を一体的に行うことを徹底 

すること。 

・ また、現在、県が負担している経費についても、権限移譲に伴い、所要全額を税源移譲に

より財源措置すること。 

■ 権限移譲による所要全額の徹底した財源措置（例） 

教職員給与費負担（退職手当、事務費等含む）、直轄事業負担金 など 

 

 

・ 道府県に代わって行っている一定の事務（大都市特例事務）についての所要額が指定都市の

税源として措置されるよう、道府県から指定都市への税源移譲により大都市特例税制を 

創設すること。 

・ また、大都市特有の財政需要に対応するため、都市税源である消費・流通課税や法人所得

課税の配分割合を拡充強化すること。 

 

 

・ 国においては、国の出先機関の見直しに伴い、徹底的な行政改革を行うこと。 

・ 権限移譲に伴う出先機関の人員等の移管については、地方への一方的な押し付けは行わない

こと。 

 

 提案の担当／都市経営局調査・広域行政課大都市制度担当課長 橘田 誠 ℡ 045-671-4323 

ア 指定都市への分権の明確化、指定都市と道府県との二重行政の全廃 

イ 国の責任の再検討、明確化 

ウ 税源移譲による所要全額の財源措置

エ 指定都市の実態を反映した新たな税財政制度の構築 

オ 国の出先機関の徹底した見直し、地方への人員等の協議による移管 
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大都市の役割にふさわしい新たな大都市制度の創設  
（内閣府・総務省） 

【提案内容】 

１ 大都市が果たしている役割の重要性に鑑み、大都市がさらに

その能力を存分に発揮できるよう、広域自治体から独立

した新たな大都市制度を創設すること。 

２ 来春に予定している「第３次勧告」に向けて、新たな大都市

制度のあり方について、税財政制度のあり方を含めた

具体的な検討を早急に始め、今次改革において明確な結論を

得ること。また、検討にあたっては、本市など大都市の

意見を十分に聴取すること。 

３ 国において、大都市を専門的に扱う担当セクションを設置し、

我々とともに大都市のあり方の検討を進めること。 

【提案の背景】 

・ 現行の地方自治制度においては、大都市であっても、基本的に一般市と  

同じ枠組みの中で、一部特例的な扱いがされているにすぎず、大都市の

役割に比べ不十分な税財源措置、依然として多く残る国や道府県の関与

など制度的な限界のために、大都市が有する高い行財政能力が存分に 

発揮できていない。 

・ 地方分権改革推進委員会や第２９次地方制度調査会等においては、大都市

制度のあり方が検討項目の一つに挙げられているが、現在までのところ、

実質的な審議はなされていない。 

・ 本市においては、大都市市民の満足度の向上だけでなく、国全体の発展

にも貢献するための制度的位置づけを求め、独自の取組とともに、大阪市、

名古屋市と３市共同で、新たな大都市制度構想の検討を進めている

ところである。 
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 現在、地方分権改革や道州制の議論が活発化するなど、我が国は地方自治制度改革の転換期を  

迎えている。しかし、これまでのところ、都道府県―市町村という画一的な枠組みの中での議論

だけが先行しており、国全体を牽引し我が国の国際競争力を支えている大都市の役割に応じた 

制度設計については、具体的な検討がなされていない。 

そこで、横浜・大阪・名古屋の３市は、この機を  

とらえ、暫定的な制度である指定都市制度を見直し、

我が国を代表する大都市にふさわしい新たな大都市

制度を構想・検討し、国等に対して提言していくため、

共同で「大都市制度構想研究会」を設置した。 

 

平成２０年 9 月から検討開始。平成２０年度中に

構想提言をまとめ、政府等へ提出予定。 

＜委員＞ 

（座長）伊 藤  滋 早稲田大学特命教授 

（座長代理）佐々木 信夫 中央大学教授 

阿 部 昌 樹 大阪市立大学大学院教授 

北城 恪太郎 日本ＩＢＭ株式会社 最高顧問 

草 刈 隆 郎 日本郵船株式会社 代表取締役会長 

土 岐  寛 大東文化大学教授 

森    徹 名古屋市立大学教授 

 

 
新たな時代に向けた自治構造の抜本的な見直しと、我が国全体の発展に資する大都市制度改革 

１ 時代認識、現状の課題 

• 都市の時代、世界的な都市ネットワークの拡大 

• 人口減少社会の到来、社会の持続可能性 

• グローバル化と国際競争の激化 

• 画一的な地方自治制度、大都市制度の不存在 

２ 大都市の重要性、大都市制度の必要性 

• 経済的な活力や新しい価値の創造の源として国全体を牽引 

• 先進的な施策推進により全国の諸都市をリード 

• 大都市圏における中枢都市として都市圏全体の活性化を牽引 

⇒役割にふさわしい制度的位置づけがなく、ポテンシャルを十分に発揮できていない 

３ 大都市制度改革の方向性 

• 日本の国際競争力の強化、大都市圏における市民生活の向上 

• 地方分権型社会の実現、国・地方を通じた行政運営の効率化 

• 大都市の役割と実態に見合った独立性の高い都市制度の確立 

• 道州制導入を見据えつつ、現行制度下の改革もおさえた検討 

 

提案の担当／都市経営局調査・広域行政課大都市制度担当課長 橘田 誠 ℡ 045-671-4323 

【３市の様相－規模・中枢性】 

参考：横浜・大阪・名古屋３市共同の検討取組 ・・・ 大都市制度構想研究会

＜背景・目的＞ 

＜検討スケジュール＞ 

＜検討の方向性＞
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国と地方の税源配分の改善          
（総務省・財務省） 

【提案内容】 

１ 地域間の財政力格差の是正については、地方税の総額の

範囲内での調整ではなく、地方税財源の拡充の中で行うこと。

２ 国と地方の税源配分の改善・地域間の財政力格差の是正を

実現するため、以下のように税源移譲･国庫補助負担金改革･

地方交付税改革を一体的に実施すること。 

① 偏在性の低い消費税から税源移譲を実施 

② 税源移譲額に見合った国庫補助負担金の廃止 

③ 税源移譲により不交付団体を一定程度増加させると

ともに地方交付税総額を確保し、交付税本来の財源

調整機能を発揮させ、財政力格差を是正 

④ 地方交付税原資には、偏在性が高い法人税を中核とする

【提案の背景】  

・ 平成２０年度の地方財政対策では、地域間の財政力格差の是正が課題と

なったが、法人事業税の一部国税化によって、地方税の総額の範囲内での

調整による格差是正が行われ、国と地方の税源配分のあり方は、議論が

なされなかった。 

・ しかし、２０年５月に取りまとめられた地方分権改革推進委員会「第１次

勧告」においても、「地方税財源に占める地方税の割合を引き上げることが

不可欠」と明記されているように、役割分担に見合った地方税財源の  

拡充を図ることが最も重要な課題である。 

・ そのためにも、まずは国と地方の税収比を当面５：５とすることを目指して、

速やかに税源移譲等の改革を進めるべきである。 
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国庫補助負担金の財源

地方の影響
ー

(総額は維持確保)

地方交付税の財源

国の影響
(２.７兆円入替で総額は不変)

＋２.７兆円 ▲２.７兆円

▲２.７兆円 （国の活用財源の増加）

＋２.７兆円

税源移譲の財源

うち消費税
減少

うち法人税
増加入替

例えば、消費税１％を税源移譲した場合

地方自治体の自主財源を増やすとともに、財政力格差拡大を是正 

【一体的な改革の具体的な実施手法】 

偏在性の低い消費税から 
税源移譲を実現 

 
 
 

税源移譲額に見合った 
国庫補助負担金の廃止を 
実施 

これらにより

不交付団体を一定程度 
増加させる 

地方交付税の総額を確保 

地方交付税原資については、国税の

中でも偏在性が高い法人税を中核に

据える 

一体的に実施

多くの自治体に幅広く税収増の
メリットをいきわたらせる 

地方の自由度拡大に 
つながる改革を実施 

交付税原資において消費税と法人税の入替を行うことで･･･ 

① 安定的な財源としての地方消費税収入を拡充 

② 国も消費税の実質的な収入を維持することが可能 

交付税本来の財源調整機能を
発揮させ、格差是正 

提案の担当／行政運営調整局財政部財源課長 松本 忠宏 ℡ 045-671-2185 

【国と地方の実質的な税財源の増減】 
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新たな市民的価値とビジネスチャンスを創出
する公民連携の推進             

（内閣府・総務省・国土交通省） 
【提案内容】 

【提案の背景】  

・ 社会経済情勢の変化に伴い、行政だけで解決できない課題が増加する中、

横浜市では、『共創』という理念を掲げ、行政と民間が互いの知識・ノウ

ハウを活かし、新しい公共を共に創っていくため、公民連携手法の統括

組織を本年４月に設置したところである。 

・ 公民連携の推進は、新たなビジネスチャンスに伴う就業機会や有効需要の

創出、さらには市民サービスの質的向上により、真に豊かな市民生活の  

実現と地域活性化に資する有効な方策として期待が高まっており、ひい

ては閉塞感ある我が国経済を牽引する新たな「鍵」として期待される。 

・ 国においては各種の公民連携手法・制度の所管府省が異なり、現状の  

制度活用も必ずしも十分とは言えない。代表的な制度であるＰＦＩ、指定

管理者制度、市場化テスト等について各制度の特性や利点の確立、手法

適用に際しての環境整備など、総合的な公民連携推進の取組が必要である。 

 

 

 

公民連携の推進は地域活性化の有効な方策として期待されて

おり、国として公民連携の基本方針を掲げて重点的に取り組む

ほか、制度改善や規制緩和など必要な環境整備を行うこと。 
１ ＶＦＭの考え方を共通基盤とする公民連携手法の統合化・簡素化 
２ ＰＦＩを円滑に活用していくため規制緩和の促進 
３ ノウハウ継承等のための公務員派遣制度の拡充等 

４ 公有資産の有効活用戦略の総合的な推進 
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提案の担当／共創推進事業本部共創推進課担当課長 福島 雅樹 ℡ 045-671-4394 

【横浜市の公民連携イメージ図】 

① 施設の運営主体の法人格が個別法で特定されている場合に、建設から運営までを一貫して行う
ＰＦＩ手法を活用できず、行政側のＶＦＭの最大化が図られにくくなっている。 

⇒ 個別法において特定目的会社（ＳＰＣ）を運営主体として認めるなど、ＰＦＩの円滑な運用に
向けた規制緩和を行うべきである。 

② ＰＦＩによる施設整備・運営について、指定管理者制度を併用する場合であっても、償還年数に
乗じた建設費と運営費の総事業費がＷＴＯ政府調達協定の対象となっている。 

⇒ 市内事業者の育成や地域経済の活性化の観点から、指定管理者に係る運営費について、ＷＴＯ
適用除外にできることを明確にすべきである。 

① 公民連携の諸制度が複雑で、企業・行政内部からも分かりにくいとの声が寄せられている。
⇒ ＶＦＭの考え方を公民連携手法の基本に据え、コスト算定を含めた公民比較の方法や公民の
対話による条件整備のあり方など、公民連携手法の統合化・簡素化に向けた検討が必要である。

  ※ＶＦＭとは： Value For Moneyの略。一般に「支払に対して最も価値の高いサービスを
供給する」という考え方。（引用：内閣府「ＶＦＭに関するガイドライン」）

１ ＶＦＭの考え方を共通基盤とする公民連携手法の統合化・簡素化 

① 昨今の厳しい財政状況下では、財政基盤の強化及び地域経済の活性化のため、公有資産の有効
活用ＰＲＥ（Public Real Estate）戦略が不可欠である。 

⇒ 公有資産情報の総合管理、ノウハウ蓄積、人材育成、公民連携による有効活用策など、より
一層の推進が求められるが、国をあげてＰＲＥ戦略を総合的に推進していく必要がある。 

２ ＰＦＩを円滑に活用していくため規制緩和の促進 

４ 公有資産の有効活用戦略の総合的な推進 

３ 公共サービスのノウハウ継承等のための公務員派遣制度の拡充等 

① 指定管理者制度の創設など、行政から民間への事業移転が増えているが、行政としてサービス
水準の維持やノウハウ継承が求められている。そのため、公務員を派遣する場合も想定されるが、
派遣可能な法人（公益法人・地方自治体出資の特定法人）や期間（最長５年）などが法律で制限
されている。 

⇒ 公共サービスのあり方を取り巻く環境変化に対応した制度とするため、一定の条件を課した上で、
公益法人・特定法人以外の指定管理者も派遣対象とするなど、地方自治体の裁量に委ねられるよう
柔軟な派遣制度も検討すべきである。また、専門人材の安定供給を確保するためにも身分保障
から処遇保障へ円滑に移行できる制度の確立も必要である。 
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新型インフルエンザ対策の充実・強化     

（内閣官房・総務省・財務省・厚生労働省・国土交通省） 

【提案内容】 

新型インフルエンザが発生した時の対策を充実・強化する

ため、以下について特段の措置を講じること。 

１ 感染拡大防止のための社会活動の制限や自粛要請について、

感染症法の改正や特別法の制定により所要の法的整備を

行い、地方自治体の権限や役割を明確にすること。 

２ 物流・ライフライン事業等の国民生活の基盤となる事業を

維持・継続するための対策を講じること。 

３ 客船集約港として、水際での感染防止の徹底のため検疫

体制の強化と入院等施設の確保を図ること。 

４ 国の責任においてワクチンの安定的な供給体制を確保

するとともに、地方自治体が行う発熱外来の設置、ワクチン

接種及び医療資機材の備蓄等について、必要な財政措置を

講じること。 

５ 発生時の医療体制や社会活動制限等について、国民が冷静に

行動するよう普及啓発すること。 

【提案の背景】 

・ 新型インフルエンザはほとんどの人が免疫を持たないため、発生時には世界

的に大流行し、多大な健康被害と社会経済活動への影響が危惧されている。 

・ 地方自治体への法的権限の付与をはじめ、対策を実施するにあたっての

具体的な基準、指針等が未整備の部分が多い。 

・ 地方自治体が実施する対策について、十分な財政措置がなされていない。 

・ 新型インフルエンザ対策は、統一的に広範な対応が求められることから、

国が強いリーダーシップを持って対策を推進していく必要がある。 
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提案の担当／安全管理局危機対処計画課長      岩元 隆道  ℡ 045-671-4095 
      健康福祉局健康安全部健康安全課長   修理  淳  ℡ 045-671-2442 
      港湾局横浜港管理センター北部管理課長 野田 和明 ℡ 045-671-2690

【現状と課題等】 

① 国民の行動を制限する法的根拠が無い。 

② 制限を行うにあたり、実施主体や具体的な基準が

定まっていない。 

① 感染拡大防止の観点からは、不要不急の事業は

縮小・休止することが望ましい。 

② 一方、国民生活を維持するために必要な医療、

ライフライン事業等については、人員体制等を

整備し事業活動を継続する必要がある。 

① 大規模客船は乗客乗員を合わせ数千名が乗船

しており、大量の患者・濃厚接触者に対応する

検疫体制や入院等施設が整備されていない。

② 水際での防止の観点から、船舶は着岸させず、

沖合いでの臨船検疫を原則とすべきである。

① ワクチンは、希望者が迅速に接種できるよう、

安定的な供給体制を確保する必要がある。 

② 各地方自治体で発熱外来の設置等を行うに

あたり、大量の患者に対応するための財政

措置がなされていない。 

① 新型インフルエンザ対策が国民のコンセンサスを

得た対策となるように、全国民に周知・徹底を

図り、理解を得る必要がある。 

② 全国民への周知・広報等には、多大な費用と

ともに各関係機関との連携も必要となる。 

５ 発生時の医療体制、感染拡大防止策としての

社会活動の制限等、現時点での新型インフル

エンザ対策の詳細が、国民に十分に理解されて

いない。 

４ プレパンデミックワクチンの接種は、医療従事者

等に限定されている。パンデミックワクチンに

ついては、全国民分の製造に１年以上かかる。 

  また、国の行動計画では、発生時には各地方

自治体（保健所等）において発熱外来の設置等を

行う ことになっている。 

３ 関係省庁対策会議において、検疫実施港湾を

「横浜」「神戸」「関門」の３港に集約化する

ことが示された。 

２ 世界的大流行（パンデミック）時は、社会

経済に多大な影響を及ぼし、社会機能が破綻

することも想定される。 

１ 国の行動計画では、感染拡大防止のため、

大規模集会等不特定多数の集まる活動の

自粛勧告など、国民の社会活動の制限を実施

するとしている。 

【発生時の迅速な対応による効果】

現 状 課題等 

U.S. Department of Health & Human Services(米保健社会福祉省)HP 抜粋

新型インフルエンザの発生初期段階

における迅速な対応が、感染拡大を

最小限に抑えることにつながる。 

① ピークの遅延 

② 患者数減少 

③ 全体の影響抑制 

 

 

被害の縮小 
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地球温暖化対策の推進              

（総務省・財務省・経済産業省・ 

資源エネルギー庁・環境省・警察庁） 

【提案内容】 

【提案の背景】  

・ 横浜市は、脱温暖化の加速に向けて、平成２０年１月に策定した「横浜市

脱温暖化行動方針（ＣＯ－ＤＯ３０）」を推進するとともに、７月に   

国から選定を受けた「環境モデル都市」として、３７年度までに市民  

一人当たりの温室効果ガス排出量を対１６年度比で３０％以上削減する

ことを目標としている。 

・ 温暖化対策を着実に推進するためには、事業者をはじめとする各セクターが

果たすべき責務の明確化はもとより、環境価値の広域的・国際的な流通の

仕組みづくりが必要である。 

・ また、抜本的な温暖化対策の推進にかかるコストの負担と担保については、

国として見識を示し、強いリーダーシップをもって推進すべき事柄と 

して、着実な取組を求めるものである。 

 

 

１ 実効性ある温室効果ガス削減対策を早期に推進すること。

(1)事業者等に対する目標達成義務を課した排出権取引

（キャップ＆トレード）の導入 

(2)カーボンオフセットへの幅広い主体の参画・普及拡大に

向けた信頼性の高い制度規範・基盤を確立 

(3)環境税の導入検討を積極的に進めるとともに、地方

自治体の温暖化対策についても必要な財源を確保 
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【提案内容】 

【提案の背景】  

・ 本市は、３７年度までに再生可能エネルギーを現在の１０倍増とする 

ことを目標に、再生可能エネルギー供給事業体の創設などによる需要 

拡大策を推進している。 

・ 国においても本年５月の「長期エネルギー需給見通し」や６月の   

「新エネルギー政策の新たな方向性」において、再生可能エネルギーの

最大導入ケースとして４２年度までに一次エネルギー国内供給の   

約１１％とすることを示しており、抜本的な施策の再構築が急務である。 

・ ついては、電気事業者による再生可能エネルギー導入上の課題解決を 

図るとともに、再生可能エネルギーの環境価値を高く評価し、より安定的で

魅力的な導入インセンティブの構築に向けた取組を求めるものである。 

２ 再生可能エネルギーの飛躍的拡大を推進すること。 

(1)電気事業者に対し高水準の中長期的導入目標を課すと

ともに、発電量安定化や蓄電に係る技術開発を支援すること。

(2)再生可能エネルギーの導入コストを国民が広く負担し、

取組を促進するため、固定価格買取制度（※）を導入すること。

(3)太陽光発電・太陽熱利用に係る技術開発・量産化による

コスト低減を進めるとともに、住宅への導入誘導を促進し、

市場の拡大及び自立化を早期に推進すること。 

※固定価格買取制度･･･ 

再生可能エネルギーにより発電された電力を、発電コストを上回る一定価格で

全量買い取ることを送電事業者に義務付ける制度。火力発電等の電力価格との

差額は、消費者が支払う電力料金に負担金として広く転嫁する。 
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【提案内容】 

【提案の背景】  

・ 環境モデル都市提案においては、低公害・低燃費車両の率先導入を提案し、

需要拡大を通じた技術開発・実用化の促進を目指している。 

・ 特に、電気自動車においては航続距離が導入上の課題であり、需要拡大に

向けては、急速充電設備に加え費用対効果の高い設備を用いた電源供給

体制の面的整備を早期に推進することが有効である。 

・ また同提案では、自動車交通の抜本的な脱温暖化を目指し、産官学連携に

よる次世代自動車技術やＩＴＳを活用した統合的なシステム構築に向けた

実証実験を予定しているが、将来の実用化に向けては、技術検証や

インフラ整備などに対する長期的かつ省庁横断的な支援が必要である。 

・ 国も１９年５月に「次世代自動車・燃料イニシアティブ」を示し、    

４２年時点で運輸部門の石油依存度８０％・エネルギー効率３０％改善を

目指すことを踏まえ、地方自治体の積極的な取組への支援を求めるもので

ある。

３ 電気自動車など低公害・低燃費車両への代替を促進すること。

(1)運行の安定性・継続性の担保に向け、２００Ｖコンセント（電源

供給設備）整備にも補助制度を適用し、早期に面的整備を図ること。

(2)税制上の優遇措置を継続するとともに、道路利用料金の減免

などの優遇措置や、国が所管する広域道路網への燃料・電源

供給施設の計画的設置などの基盤整備を図ること。 

(3)低炭素都市交通の実現に資する次世代自動車技術やＩＴＳ（※）を

活用した実証実験を支援するとともに、これらの普及に係る

インフラ整備への計画的・継続的支援を行うこと。 
※ＩＴＳ･･･ 

Intelligent Transport Systems の略。最先端の情報通信技術を用いて、人と道

路と車両とを情報でネットワーク化することにより、交通事故、渋滞などの 道

路交通問題の解決を目的に構築する新しい交通システムのこと。 
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国のリーダーシップ発揮による、

実効性ある温室効果ガス削減対策の早期推進

★目標達成義務を課した排出権取引
★カーボンオフセットの制度規範・基盤の確立　★環境税の導入検討

【エネルギー】
★電気事業者への高水準・中長期的な導入目標設定、技術開発支援

★固定価格買取制度導入
★太陽光発電・太陽熱利用の技術開発・量産化推進、住宅への導入誘導

環境モデル都市・横浜の実現

+ 365万人の「市民力」を
背景とした

先進的な環境行政実績
・

多様で豊富な
地域資源を生かした

脱温暖化大都市モデルの
構築＋実践

【交通】
★低公害・低燃費車両代替に向けた電源供給設備の早期面的整備促進

★財政措置・運行上の優遇措置、基盤整備の推進
★次世代自動車・ITSを活用した低炭素型都市交通の実現に向けた

計画的・継続的支援

〈温暖化対策加速化への支援〉

横浜ゼロカーボン生活の創出

～家庭からの排出40%削減～

■ 「省エネ住宅の格付制度」導入と
固定資産税の軽減

■環境ポイント導入による高効率家電の普及促進

■ ファストフード・宿泊施設等での使い捨て容器・
用品ゼロを目指す「エコもてなし」

■ 市民主導による「横浜環境ポイント制度」創設

推進方策
■横浜市「地球温暖化対策行動推進本部」による全庁挙げた取組の推進
■地域住民との連携「横浜市地球温暖化対策地域推進協議会」、市内全18区に「区地球温暖
化対策推進本部」を設置
■１区１ゼロカーボンプロジェクトを実施
■産官学民の政策連携提案の場「ＹＥＳ（ヨコハマ・エコ・スクール）」を創設

脱温暖化地域連携モデルの構築

■ 脱温暖化連合「大都市・農山村連携モデル」を構築
・バイオマスを用いたカーボンナノチューブの開発
・太陽光発電の普及方策の情報共有、共同政策提案

■上下水道、ごみ処理等の先進的な脱温暖化技術を
国外へ移転

再生可能エネルギーJカーブ戦略

■再生可能エネルギー導入・供給事業体
「横浜グリーンパワー」の創設

■「固定価格買取制度」の確立・
「ソーラーオブリゲーション」の実現

■ 「横浜グリーンパワー」事業によるビジネスチャンスの
創出、企業誘致促進

■再生可能エネルギー活用の最先端エリア「横浜グリーン
バレー」の創生

ゼロエミッション交通・世界戦略

■ プラグインハイブリッド（ＰＨＶ）、電気自動車（EV）等
の導入

■ コミュニティサイクル・自転車交通ネットワークの整備

■ 都心部エリア内のパーク＆ライド、EV、自転車等の

魅力的なモビリティシェアシステムの構築

■モビリティマネジメントの推進

提案の担当／地球温暖化対策事業本部地球温暖化対策課長 関川 朋樹 ℡ 045-671-4108 

《環境モデル都市 提案概要》 

《地球温暖化対策に係る提案の全体像》 
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羽田空港の真の国際化の推進         

（国土交通省） 

【提案内容】 

１ 国際旅客定期便の就航路線は、昼間時間帯も含め、少なく

ともＡＳＥＡＮ諸国を含む東アジアの主要都市をカバー

することとし、羽田空港・成田空港それぞれに国際線・

国内線を適切に配置すること。 

２ 路線を決定する際には、資金協力の経緯を踏まえ、空港

利用者や羽田空港再拡張事業への資金協力を行う関係

自治体の意見を十分に反映すること。 

【提案の背景】 

・ 近年、中国やＡＳＥＡＮ諸国はめざましい経済成長を遂げているとともに、

海外とのアクセス性を高めるために、空港の拡張整備を積極的に進めて

いる。 

・ 我が国が、成長著しいアジア諸国から取り残されないためには、日本  

経済を支える首都圏とアジア諸国との相互アクセス強化が必要であり、 

具体的には、首都圏からの交通利便性が高い羽田空港を国際空港として

積極的に活用する必要がある。 

・ 羽田空港の国際化については、本市のみならず、経済界や政府部内の  

規制改革会議などにおいて、その必要性が強調されているところである。

また、ソウル・上海・香港など、チャーター便の就航がみられている  

ところであり、まさに羽田空港の国際化に対する需要の大きさを示して

いるものである。 

・ しかし、国にあっては、「経済財政改革の基本方針２００８」においても、

昼間時間帯の国際定期旅客便の就航回数は３万回、就航範囲は北京、 

台北、香港と、3,000キロ程度にとどまっており、十分な進展が見られ

ない状況である。 

15



・ 本市は、「国際線機能の充実」「再拡張事業の着実な推進」「神奈川口構想の

推進」を大前提として、再拡張事業への資金協力を行ってきた。真の

国益にかなう羽田空港の実現のためには、羽田空港の就航範囲としては、

真の国際化（少なくともＡＳＥＡＮ諸国を含む東アジアの主要都市を 

カバーすべき）が必要であると主張してきたところである。 

・ 今後、国においては、真の国益にかなう羽田空港の実現のため、羽田空港の

真の国際化に向けた取組を強力に進めるべきである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

提案の担当／都市経営局政策部政策課担当課長 加藤 隆佳 ℡ 045-671-4327 

東アジアの主要都市

（ 備考） 大きい●は、成田空港における
　 　 　 　 発着上位10都市に含まれる都市
（ 出典） 成田空港からの就航距離を基に横浜市作成

グアム

★羽田空港

サイパン

北京●

●

●

●

●

●

●

上海

ジャカルタ

マニラ

ホーチミ ンシティ

西安

広州

ハノ イ

デリ ー

ムンバイ

●

●

●

●
●

●
●●

●

●

●

●

●
●

●

●

●

●

大連

青島
釜山

杭州

香港

バンコク

プーケッ ト

ソウル

台北

●
瀋陽

長春

シンガポール

クアラルンプール

ケアンズ

約1,000km

約2,000km

約3,000km

約4,000km

約5,000km

約6,000km
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市内米軍施設の返還と跡地利用の推進       

（総務省・外務省・財務省・国土交通省・防衛省） 

【提案内容】 

【提案の背景】 

・ 横浜市は、来年（平成２１年）、横浜開港１５０周年を迎える。これを  

契機とした市内米軍施設の返還と跡地利用の推進に取り組んでいる。 

・ １６年１０月に、日米間で、市内８施設のうち６施設を対象とする返還の

方針が合意され、１７年１２月に小柴貯油施設の返還が実現した。 

・ この合意施設のうち、富岡倉庫地区は長年米軍が常駐しておらず、今年に

なり、深谷通信所では囲障区域外のアンテナ撤去、上瀬谷通信施設では

全居住者の移転及び住宅関連施設の閉鎖が行なわれた。 

・ 返還跡地をモデルに、国は、１８年度に水・緑環境、防災等の広域的な

保全・活用方策について調査検討を行ない、現在は、国土形成計画（首都圏

広域地方計画）への跡地の位置付け等について協議を進めている。 

・ 横浜市は、２０年７月に、国から「環境モデル都市」に選定された。   

低炭素社会の実現に向け、緑地の増大等による都市熱の減少など、   

脱温暖化の取組を進めている。 

・ このような中、旧小柴貯油施設については、開港１５０周年の森の整備を

目指すとともに、国有地への記念植樹の実施について検討している。 

 

１ 市内米軍施設・区域の早期全面返還を促進すること。 

(1)返還方針が合意された富岡倉庫地区等の早期返還 

(2)瑞穂ふ頭をはじめとする他の施設・区域の返還促進 

２ 返還跡地を活用した緑の保全・創出等に協力すること。 

 (1)水・緑環境、防災など、国施策への明確な位置付け 

 (2)国有地の無償利用など、地方公共団体への配慮 

 (3)旧小柴貯油施設における１５０周年記念植樹への協力 
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瑞穂ふ頭/
横浜ノース･ドック

鶴見貯油施設

富岡倉庫地区    ３ha
 国有(１００％)   ３ha

根岸住宅地区   ４３ha
 国有(６４％)  ２７ha

旧小柴貯油施設  ５３ha
 国有(９７％)  ５１ha

池子住宅地区及び海軍 
 補助施設(横浜市域) 

深 谷 通 信 所   ７７ha
 国有(１００％)  ７７ha

 

上瀬谷通信施設 ２４２ha
 国有(４５％) １１０ha

全部返還 

全部返還 

住宅等の建設 
一部返還（1ha）

    内は
日米合意内容

全部返還 

 １７年１２月返還 

全部返還 

小柴水域 

○ 横浜市内米軍施設・区域 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 旧小柴貯油施設における植樹候補地 

 

※返還財産の処分条件   （処分相手が地方公共団体の場合） 

 ○緑地・公園 処分する面積の３分の２について無償貸付け、 

        残りの３分の１について時価売払い 

 ○道路・下水道・墓地・ごみ処理施設等 譲与又は無償貸付け 

提案の担当／都市経営局基地対策部基地対策課長 安藤 浩幸 ℡ 045-671-2060 
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介護保険制度に係る改善           

（総務省・財務省・厚生労働省） 

【提案内容】 

１ 平成２１年度に行う介護報酬の改定においては、保険料の

水準に留意しつつ、必要な人材の確保が図られ、良質な

介護サービスを提供できるよう、適切な介護報酬を設定する

こと。また、都市部の実情に即して地域区分を見直すと

ともに、適切な地域単価を設定すること。 

２ 介護保険施設等のサービスの質を確保するため、職員の定着が

促進されるよう、介護保険制度の運用を見直すこと。 

【提案の背景】 

・ 都市部では、他業種と比較して職員の給与水準が低く、介護人材が慢性的に

不足しており、事業者が職員を募集しても集まらない状況が続き、深刻な

問題となっている。 

・ また、地方と比較して人件費等が高いにもかかわらず、介護報酬の地域差は

少なく、都市部の実情を反映したものになっていないため、より事業者の

経営状況は厳しいものとなっている。 

・ 介護保険施設等において、質の高い介護サービスを利用者に継続的に 

提供するためには、業務経験豊富な職員の定着が必要不可欠であるが、 

介護保険施設職員は、他業種と比較して勤続年数も短く、また離職率も

高い状況にあり、特にベテラン及び中堅職員の定着という面で課題がある。 

・ 本市においては、介護保険施設等の人材定着を促進するため、運営費を

補助するなど独自に支援策を講じている。 

 

 

 

 

19



○都市部の実情に即して地域区分を見直すと
ともに、適切な地域単価を設定すること。 

○介護保険施設等のサービスの質を確保する
ため、職員の定着が促進されるよう、介護 
保険制度の運用を見直すこと

 
 
 
 
 
【一般労働者の平均賃金等】 

男 女  

構成比
平均 

年齢 

勤続 

年数 

きまって

支給する

給 与 額

構成比
平均 

年齢 

勤続 

年数 

きまって 

支給する 

給 与 額 

全 産 業 
68.8% 41.8 歳 13.5 年 372.7千円 31.2% 39.1 歳 8.8 年 238.6 千円

福祉施設 

介護職員 
29.2% 33.2 歳 4.9 年 227.1千円 70.8% 37.2 歳 5.3 年 206.4 千円

ホ ー ム 

ヘルパー 
15.2% 37.6 歳 3.9 年 230.6千円 84.8% 44.7 歳 4.5 年 197.0 千円

（出典）平成 18 年賃金構造基本統計調査（厚生労働省）。調査時点：平成 18 年 7月 

※一般労働者とは短時間労働者以外の労働者であり、正規雇用・非正規雇用を問わない。 

 

 
 
 
 
【介護従事者の賃金や手当て等の希望(複数回答)】 

 
 
 
 
 
 
財)介護労働安

全センター 

１９年度介護労

働実態調査によ

る 

 

事項 割合 

能力を評価してほしい ３５.０％ 

資格による手当てがほしい ２７.０％ 

勤務年数を評価してほしい ２６.５％ 

連絡用の携帯電話の支給・通信費補助をしてほしい １７.１％ 

早朝・夜間勤務等について手当てを付けてほしい １３.２％ 

通勤手当を付けてほしい ９.３％ 

役職手当がほしい  ８.０％ 

その他 １３.０％ 

なし １８.９％ 

提案の担当／健康福祉局高齢健康福祉部介護保険課長 松本  均 ℡ 045-671-4250 
健康福祉局高齢健康福祉部高齢施設課長 宮口 廣隆 ℡ 045-671-3641 

○ 給与水準が低いため、慢性的な人手不足が続いている 

○ 経験豊富な職員が育たない 

・ 介護報酬の地域差が少なく、都市部における人件費等の実情を反映していない。

・ 職務能力や勤務年数を評価し、中堅・ベテラン職員の定着を図る必要がある。

○ 介護従事者に賃金や手当てについて希望を聞くと、「能力」、「資格」、「勤務年数」を

評価することを希望する者の割合が高い 
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国民健康保険に対する財政措置の見直し      
（総務省・財務省・厚生労働省） 

【提案内容】 

【提案の背景】  

・ 普通調整交付金は、被保険者の所得水準を反映する理論上の収入と実際の

医療費に基づいて算出されており、保険者（市町村）が医療費適正化に努め、

医療費を抑制するほど、交付にあたり不利となる仕組みとなっている。 

・ 横浜市では、国保制度創設以来、一度も普通調整交付金が交付されて    

おらず、不交付分を多額の一般会計繰入や保険料で賄っているが、交付を

受けている保険者と一人あたりの保険料が逆転してしまうケースもあるなど、

著しく合理性を欠いた配分方法となっている。 

・ この配分方法について、平成１６年３月の国会では、厚生労働大臣が見直し

作業にかかると答弁されているが、未だ改善されていない。 

・ 医療制度改革では、国や保険者等が医療費適正化に総合的に取り組む   

ことが大きな柱となっており、平成２０年度からは各保険者の医療費  

適正化の取組の達成状況に応じて財政負担を調整する施策も導入されたが、

適正化に努めていることが反映されない普通調整交付金の配分方法は、

改革の流れにそぐわないものである。 

 

 

 

 

 

 

普通調整交付金について、医療費適正化の観点を盛り込み、

例えば実際の医療費に代えて標準的な医療費を算定に用いるなど、

公平かつ合理的な配分方法に早急な見直しを行うこと。 
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横　浜 0

札　幌 10,297 仙　台 3,398 さいたま 0 千　葉 1,460

川　崎 0 新　潟 3,328 静　岡 1,069 浜　松 741

名古屋 3,001 京　都 7,837 大　阪 22,844 堺 5,011

神　戸 8,267 広　島 2,252 北九州 9,196 福　岡 8,914

 

 

 

 

 

（単位：百万円） 

 

 

 

 

 

 

提案の担当／健康福祉局生活福祉部保険年金課長 花里 典廣 ℡ 045-671-2373 

■本市国保と国のモデルとの医療費の負担割合の比較 

■指定都市の医療分普通調整交付金の交付状況（平成１９年度） 
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緑地・農地の保全のための関係法令の見直し    

（総務省・財務省・農林水産省・国土交通省） 

【提案内容】 

【提案の背景】 

・ 横浜市では、緑豊かな都市環境を保全・創造していくため「横浜みどりアップ

計画」の推進に取り組んでおり、平成２０年７月には、重点的に取り組むべき

新規・拡充施策の素案をとりまとめたところである。 

・ 「横浜みどりアップ計画」で保全を進めていく緑地・農地は一体の里山空間を

形成しており、緑地、農地の保全、また、市民協働による維持管理などさまざまな

施策を一体的に保全・再生・活用していくことが重要である。 

・ 特に、１９年９月に、市街化調整区域内の農地及び樹林地所有者向けのアンケートを

行った結果では、緑地を保有する上でも、農地を保有し耕作をし続ける上でも、

相続時における相続税の負担が最大の課題となっている。 

・ また、農地においては、地方の農村の農地と大都市の農地で同じ法律が適用  

されていることから、例えば、本市においてニーズの高い特定農地貸付法に  

よる市民農園を設置する際、農園用駐車場については、農用地においては農地法

により設置ができず、市街化調整区域においては現在一時転用の対象となって

いないため、適切な対応ができない、などの課題が生じている。 

 

都市部において緑地・農地を保全するため、関係法令を見直すこと。

１ 相続税物納制度において物納された国有財産の取扱の見直し 

２ 緑地保全に係る税制上の負担軽減措置の創設・拡充 

３ 農業生産活動に不可欠な施設への相続税納税猶予対象地の拡大 

４ 貸付農地等に対する相続税評価の緩和 

５ 市民農園利用者用駐車場を設置するための農地法等の改正 
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現 状 ＆ 提 案 

 

① 相続税の納税対象に緑地が含まれる場合は、緑地の保全を優先する法令や運用基準等に改正すること。 

② 国有財産の買取を希望する地方自治体へ物納財産の１／３を無償貸付する、従前の優遇措置を復活すること。

１ 相続税法上、金銭で納付することが原則であるため、相続した緑地が 

相続税支払いのため、売却されてしまう可能性がある。 

 

① 都市緑地法及び首都圏近郊緑地保全法において定められる緑地を相続した場合の、相続税の負担

軽減措置を創設すること。また、借地公園として１０年以上利用された土地を相続した場合の、

負担軽減措置を拡充すること。 

② 都市緑地法及び首都圏近郊緑地保全法に基づく特別緑地保全地区の公有地化について、譲渡所得の

特別控除額を引き上げること。 

③ 緑地等を取得する際の代替地との土地交換については、地目が異なる場合も非課税となるよう、

税制上の特例を拡充すること。 

２ 緑地を相続した場合、土地評価の控除はあるものの、相続税負担が重い。 

① 農業経営基盤強化促進法に基づく貸付農地は、現行の評価減幅を拡大すること。 

また、特定農地貸付法に基づく市民農園についても同様の評価減措置を講ずること。 

３ 畜舎、堆肥舎等は、相続税納税猶予対象地となっておらず、後継者の大きな負担と 

なっている。 

① 畜舎、堆肥舎、農業用倉庫は農業用にのみ使用する施設であり、都市農業の継続に不可欠な施設  

であるため、相続税納税猶予の対象とすること。 

４ 農業経営基盤強化促進法に基づく貸付農地の相続は土地評価が５％の減額されるが、市民農園

には優遇措置がない。 

 

① 市民農園に付帯する利用者用駐車場を３年以上の一時転用の許可対象とするよう、 

農地関係法令等を整備すること。 

５ 農業振興地域農用地区域においては一時転用であっても駐車場の設置が認められていない。

市街化調整区域においては、農地の一時転用は３年以内と限定されており、駐車場への一時転

用は事実上不可能である。仮に農地転用を行った場合、閉園時に農地への復元が困難である。 

提案の担当／環境創造局総合企画部環境政策担当課長 橋本  健 ℡ 045-671-2473 
環境創造局環境活動推進部農地保全課長 河合 正嗣 ℡ 045-671-2605 
環境創造局環境整備部事業調整課長   山本 尚樹 ℡ 045-671-2613 

提案 

提案 

提案 

提案 

提案 

横浜みどりアップ計画 体系図 

～横浜の都市の魅力を高めるとともに、 

市民の潤いある生活空間を創出し、 

豊かな自然環境を次世代に引き継ぐため、 

質の成果と量の成果を目指します～ 

横浜みどりアップ計画 

樹林地を守り 

活かす施策 

農地を守り 

活かす施策 

街に緑を 

ふやす施策 
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横浜市 行政運営調整局 財政部 財源課 
〒231-0017 横浜市中区港町１－１ 

℡ 045－671－2183 

この提案・要望書は下記のホームページアドレスでご覧になれます。

http://www.city.yokohama.jp/me/gyousei/teianyoubou/202youbou/index.html 

2009 年は横浜開港 150 周年です。 


